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（単位：千円）

2019年４月１日から

2020年３月31日まで

その他有価証券
評価差額金

その他の包括利益累計額

27,385

△ 14,921

△ 14,921

株主資本

純資産合計

946,923

296,956

△ 17,608

△ 83,622

△ 14,095

181,629

新株予約権

1,105

825

825

その他の包括利益
累計額合計

27,385

△ 14,921

資本金

670,198

148,478

148,478

818,677

△ 101,231

△ 128,260

資本剰余金

275,693

148,478

148,478

424,172

296,956

△ 17,608

△ 83,622

195,725

1,114,157

自己株式

△ 430

-                       

△ 430

918,432

利益剰余金

△ 27,029

△ 17,608

△ 83,622

株主資本以外の項目の当連
結会計年度変動額 (純額)

1,128,5521,931

△ 14,921

12,46412,464

当連結会計年度
変動額合計

親会社株式に
帰属する当期純損失

当連結会計年度
期首残高

当連結会計年度
変動額

連結株主資本等変動計算書

当連結会計年度
変動額

当連結会計年度
期首残高

株主資本以外の項目の当連
結会計年度変動額 (純額)

当連結会計年度
変動額合計

当連結会計
年度末残高

親会社株式に
帰属する当期純損失

剰　余　金　の　配　当

新　株　の　発　行

新　株　の　発　行

剰　余　金　の　配　当

株主資本合計

当連結会計
年度末残高



連結注記表

連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項

１．連結の範囲に関する事項

すべての子会社を連結しております。

連結子会社の数 4 社

連結子会社の名称 JBレストラン株式会社

桶狭間フーズ株式会社

株式会社ハートフルワーク 

株式会社ハットリフーズ

連結範囲の変更

２．持分法の適用に関する事項

該当事項はありません。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社の決算日は、連結会計年度と一致しております。

４．会計方針に関する事項

(1)重要な資産の評価基準および評価方法

①有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

時価のないもの 　移動平均法による原価法

②たな卸資産

店舗食材　　　　　 　最終仕入原価法による原価法

　（収益性の低下による簿価切下げの方法）

原材料 　最終仕入原価法による原価法

　（収益性の低下による簿価切下げの方法）

仕込品 　最終仕入原価法による原価法

　（収益性の低下による簿価切下げの方法）

貯蔵品 　最終仕入原価法による原価法 

　連結会計年度末の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直

入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

　当連結会計年度から株式会社ハットリフーズを連結の範囲に含めております。これは、当連結会
計年度において株式会社ハットリフーズの全株式を取得して子会社化したことにより、連結の範囲
に含めることとしたものであります。



(2)重要な減価償却資産の減価償却の方法

①有形固定資産

（リース資産を除く） 法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。 

建物、構築物

機械及び装置

　定額法によっております。

建物、構築物、機械及び装置以外

　定率法によっております。

主な耐用年数

建物　　　　　　　　　　　15年～31年

工具、器具及び備品　　　　 ６年～10年

②無形固定資産 定額法によっております。

（リース資産を除く）

③リース資産

④長期前払費用 効果の及ぶ期間にわたり均等償却しております。

⑤賃貸不動産 法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。

建物（附属設備は除く）

定額法によっております。

建物以外 

定率法によっております。

主な耐用年数

建物 15年～31年

(3)重要な引当金の計上基準

①貸倒引当金　　　　　　

②賞与引当金

(4)退職給付に係る負債の計上基準

　退職給付に係る負債および退職給付費用の計算は、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給
付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

　定額法 ただし、1998年３月31日以前に取得した建物（附属設備を
除く）ならびに2016年3月31日以前に取得した建物附属設備および構
築物については定率法によっております。

　なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準に
よっております。

　ただし、ソフトウェア（自社利用分）については社内における利用可
能期間（５年）に基づく定額法によっております。

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用してお
ります。

　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率
により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案
し、回収不能見込額を計上しております。

　従業員の賞与支給に備えるため、賞与支給見込額のうち当連結会計年
度に負担すべき支給見込額を計上しております。



(5)のれんの償却方法および償却期間 

　のれんの償却については、６年間の均等償却を行っております。

(6)その他連結計算書類の作成のための重要な事項

　消費税等の会計処理 

消費税および地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。

表示方法の変更に関する注記

　該当事項はありません。

連結貸借対照表に関する注記

１．担保に供している資産および担保に係る債務

(1)担保に供している資産

建物 千円

土地 千円

投資有価証券 千円

計 千円

(2)担保に係る債務

1年以内返済予定の長期借入金 千円

長期借入金 千円

計 千円

２．有形固定資産の減価償却累計額 千円

518,308

507,644

82,830

337,577

97,900

783,844

1,291,488

3,129,633



連結株主資本等変動計算書に関する注記

１．当連結会計年度の末日における発行済株式の種類および総数

普通株式 株

２．剰余金の配当に関する事項 

(1) 配当金支払額

(2)基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

　該当事項はありません。

の目的となる株式の種類および数

普通株式 株

金融商品に関する注記

１．金融商品の状況に関する事項

(1)金融商品に関する取組方針

(2)金融商品の内容およびそのリスクならびにリスク管理体制

(3)金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定しており、資金調達については短

期長期の銀行借入による調達をしております。なお、デリバティブ取引は行っておりません。

7,433,500

11,600

　営業債権である預入金は、取引先企業とのテナント契約に基づく売上金の預入れであり、また債権
回収につきましても、契約に基づく回収日に債権管理を行っております。
　なお、回収遅延時は、各担当取締役へ報告され、早期回収の取組が行われます。取引先の信用状
況につきましては、情報媒体の利用により常に財務状況を掌握し、回収懸念の早期把握に努めており
ます。投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式への出資であり、市場価格の変動リス
クに晒されますが、経理部にて定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握しておりま
す。差入保証金は、取引先との店舗賃借契約に基づく保証金であり、取引先の信用リスクに晒されて
おります。当該リスクに関しては、取引先ごとの期日管理および残高管理を行うとともに随時、営業
部による情報収集に努めております。
　営業債務である買掛金、未払金は、そのほとんどが１か月以内の支払期日でありリスクは低いと判
断しております。借入金のうち、短期借入金は運転資金に係る資金調達であり、長期借入金は主に設
備投資に係る資金調達です。
　借入金の一部は、変動金利であるため、金利の変動リスクに晒されていますが、月次に資金繰り計
画の作成・更新をする管理をしており、四半期ごとに取締役会に報告されております。

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された
価額が含まれています。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件
等を採用することにより、当該価額が変動することがあります。

３．当連結会計年度の末日における新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く。）

2019年５月９日
取締役会

普通株式

決議
配当金の総額
（千円）

1株当たり
配当額

基準日 効力発生日

17,608 2.5円 2019年3月31日 2019年6月10日

株式の種類



２．金融商品の時価等に関する事項 

2020年3月31日における連結貸借対照表計上額、時価および差額については次のとおりであります。

（単位：千円）

（注）１．金融商品の時価の算定方法ならびに有価証券に関する事項 

資産

(1)現金及び預金(2)預入金 

(3)投資有価証券 

　投資有価証券の時価については、取引所の価格によっております。

(4)差入保証金

負債

(1)買掛金(2)未払金 

(3)リース債務(4) 長期借入金（１年内返済予定の長期借入金含む）

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

対象となる金融商品は、ありません。

　差入保証金の時価については、その将来キャッシュ・フローを国債の利回り等、適切な指標
で割り引いて算出する方法によっております。

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に
よっております。

　元利金の合計額を同様の新規契約を行った場合に想定される利率で割り引いて算出する方法
によっております。

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に
よっております。

負債計 2,838,794

(3)リース債務 59,262 △ 777

(4)長期借入金
（1年内返済予定の
長期借入金を含む)

2,498,413 △ 2,469

(2)未払金

△ 3,247

(1)買掛金 214,961 -                     

-                     

(3)投資有価証券 121,518 -                     

(4)差入保証金 657,823 3,773

65,148

121,518

654,049

1,710,572

214,961

時価 差額

(1)現金及び預金 869,855

連結貸借対照表計上額

869,855 -                     

(2)預入金 65,148

66,156 -                     

資産計 1,714,346 3,773

66,156

60,040

2,500,883

2,842,041



３．金銭債権の連結決算日後の償還予定日

（単位：千円）

４．長期借入金及びリース債務の連結決算日後の返済予定額

１株当たり情報に関する注記

１．１株当たり純資産額

２．１株当たり当期純損失

重要な後発事象 に関する注記

該当事項はありません。

        -

長期借入金 890,936 720,390 518,344 280,779 90,434

1年以内
1年超
5年以内

5年超
10年以内

13,637 13,637 13,637 13,272 4,409

合計 904,573 734,027 531,981 294,051 94,843

        -

        -        -        -現金及び預金

合計

預入金 65,148         -         -

1,444

（単位：千円）

 151円79銭

　11円31銭

リース債務

10年超

1年以内
1年超
2年以内

2年超
3年以内

3年超
4年以内

4年超
5年以内

869,855

935,004         -         -

5年超

           -

1,444



（単位：千円）

（単位：千円）

株主資本

自己株式

△ 430 1,007,415

296,956

2019年4月1日から

2020年3月31日まで

424,172 424,172

純資産合計

1,035,831

296,956

△ 17,608

△ 105,634

評価・換算差額等

その他有価証券
評価差額金

27,310

新株予約権

1,105

825

825

△ 17,608

株主資本合計

61,953

△ 17,608

△ 105,634

△ 123,242

△ 61,289

61,953

△ 17,608

△ 105,634

△ 123,242

△ 61,289

資本剰余金

資本剰余金合計

275,693

148,478

148,478

資本準備金

275,693

148,478

148,478

資本金
その他

利益剰余金

繰越利益剰余金

利益剰余金

利益剰余金合計

事業年度中の変動額合計

当期末残高 △ 430

事業年度中の変動額合計

新株の発行

当期純損失

剰余金の配当

当期首残高

事業年度中の変動額

当期末残高

670,198

148,478

148,478

818,677

株主資本等変動計算書

当期純損失

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

剰余金の配当

新株の発行

事業年度中の変動額

当期首残高

株主資本

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

△ 105,634

0 173,714

12,652 1,195,7121,931

△ 14,658

△ 14,658

1,181,129

△ 13,832

159,881



個別注記表 

重要な会計方針に係る事項に関する注記

１．有価証券の評価基準および評価方法

(1)関係会社株式 　移動平均法による原価法

(2)その他有価証券

　時価のあるもの

　時価のないもの 　移動平均法による原価法

２．たな卸資産の評価基準および評価方法

　貯蔵品 　最終仕入原価法による原価法 

３．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

(リース資産を除く) 　法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　建物、構築物

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　機械及び装置

　定額法によっております。

　建物、構築物、機械及び装置以外 

　定率法によっております。

　主な耐用年数

　建物 15年～31年

　工具、器具及び備品 ６年～10年 

(2) 無形固定資産

（リース資産を除く）

(3) リース資産

(4) 長期前払費用 　効果の及ぶ期間にわたり均等償却しております。

　決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入
法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

　定額法によっております。なお、耐用年数については、法人税法
に規定する方法と同一の基準によっております。ただし、ソフト
ウェア（自社利用分）については社内における利用可能期間（５
年）に基づく定額法によっております。

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用し
ております。

　定額法 ただし、1998年３月31日以前に取得した建物（附属設備
を除く）並びに2016年3月31日以前に取得した建物附属設備及び構
築物については定率法によっております。



(5) 賃貸不動産 　法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。

　建物（附属設備は除く） 

定額法によっております。

　建物以外 

定率法によっております。

　主な耐用年数

建物　　　　　　　　　15年～31年

４．引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

(2) 賞与引当金

(3）退職給付引当金

５．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

　消費税等の会計処理

表示方法の変更に関する注記

　該当事項はありません。

貸借対照表に関する注記

１．関係会社に対する金銭債権・債務

短期金銭債権 千円

長期金銭債権 千円

短期金銭債務　　　　　　 千円

２．担保に供している資産および担保に係る債務 

(1) 担保に供している資産

建物 千円

土地 千円

投資有価証券 千円

計 千円

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒
実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別の回収
可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

　従業員の賞与支給に備えるため、当事業年度に負担すべき支給見
込額を計上しております。

　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付
債務に基づき計上しております。

　消費税および地方消費税の会計処理は税抜方式によっておりま
す。

337,577

97,900

518,308

305,488

248,400

95,942

82,830



(2) 担保に係る債務

1年内返済予定の長期借入金 千円

長期借入金 千円

計 千円

３．有形固定資産の減価償却累計額 千円

損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

売上高 千円

営業取引以外の取引高 千円

自己株式の数に関する事項　 株

税効果会計に関する注記

繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳　（単位：千円）

（繰延税金資産）

賞与引当金

退職給付引当金

減損損失

資産除去債務

税務上の繰越欠損金

その他

小計

評価性引当額

繰延税金資産合計

（繰延税金負債）

その他有価証券評価差額金

資産除去債務（資産）

繰延税金負債合計

繰延税金資産（負債）の純額

リースにより使用する固定資産に関する注記

　貸借対照表に計上した固定資産のほか、事務機器、厨房機器の一部については、所有権移転外ファ
イナンスリース契約により使用しております。

株主資本等変動計算書に関する注記

11,250

関係会社株式評価損

△ 135,404

55,921

△ 5,578

23,837

10,398

1,019

13,052

64,577

70,572

△ 22,780

△ 28,359

27,562

7,867

191,325

507,644

783,844

1,291,488

2,956,903

2,700

1,630,053



関連当事者との取引に関する注記

１．役員および個人主要株主等

（注）１．上記金額のうち、取引金額には消費税等は含まれておりません。

２．取引条件および取引条件の決定方針等

(1)一般取引条件を参考に決定しております。

(3)当社は当該被保証に対して、保証料の支払いおよび担保の提供は行っておりません。

２．子会社および関連会社等

（注）１．上記金額のうち、取引金額には消費税等は含まれておりません。

　　　２．経営指導料は、各関連当事者の業績を勘案しながら交渉の上決定しております。

　　　３．地代収入および賃貸収入については、近隣の地代・取引実勢を参考にして両社協議により

　　　　決定しております。

　　　４．資金の貸付の貸付金利については、当社の借入先銀行の市場調達レートを参考に決定して

　　　　おります。

(2)当社の店舗賃貸借契約に対する保証であります。なお、取引金額は、当事業年度における

　 年間取引高を記載しております。

地代収入
（注）３JBレストラン

株式会社

取引の内容

議決権等の
所有

(被所有)
割合(%)

関連当事者
との関係

賃貸収入
（注）３

債権回収代行等

経営指導料等
（注）２

所有
（直接）
100.0

役員の兼任8,000

役員 新美　司 -
当社代表
取締役社長

被所有
（直接）

3.55

会社等の名称

資本金
又は

出資金
（千円）

11,400

種類

--

店舗賃貸借契約
に対する

被連帯保証
（注）２

期末金額
（千円）

取引金額
（千円）

種類 氏名

資本金
又は
出資金

（千円）

関連当事者
との関係

議決権等
の所有

（被所有）
割合(%)

取引金額
（千円）

科目取引の内容

363,378

4,440

1,033,995

3,984,201

161,981

22,200

22,601

57,983

14,981

貸付金利息
（注）４

子会社

資金の貸付
（注）４

貸付金利息
（注）４

支払代行等

桶狭間フーズ
株式会社

8,000 役員の兼任
所有

（直接）
100.0

経営指導料等
（注）２

地代収入
（注）３

期末金額
（千円）

賃貸収入
（注）３

関係会社長期
貸付金

関係会社短期
貸付金

関係会社長期
貸付金

60,000

180

194,400

6,000

54,000

24,300

2,520

株式会社
ハットリフー

ズ
10,000 役員の兼任

所有
（直接）
100.0

株式会社
ハートフル
ワーク

8,000 役員の兼任
所有

（直接）
100.0

経営指導料等
（注）２

貸付金の回収

95,942

182,081

66,154

24,300

未払金

未収入金

未収入金

関係会社短期
貸付金

科目



１株当たり情報に関する注記

１．１株当たり純資産額 160円84銭 

２．１株当たり当期純損失　　　　　　　　　 　　　  14円28銭 

重要な後発事象 に関する注記

　該当事項はありません。


